
法定福利費 11¶080¶707 8¶549¶013 2¶774¶278 15¶876¶485 31¶552¶881 69¶833¶364 ` 69¶833¶364

その他 24¶875¶069 16¶236¶831 5¶398¶596 36¶447¶652 99¶574¶025 182¶532¶173 ` 182¶532¶173

一般管理費 0 0 0 0 0 0 379¶783¶588 379¶783¶588

計 140¶772¶622 122¶025¶671 40¶996¶056 320¶164¶623 585¶903¶989 1¶209¶862¶961 379¶783¶588 1¶589¶646¶549

事業収益
運営費交付金収益 139¶644¶400 78¶553¶238 37¶223¶567 198¶845¶167 561¶548¶805 1¶015¶815¶177 353¶399¶423 1¶369¶214¶600

手数料収入 0 42¶650¶000 3¶500¶000 103¶728¶000 0 149¶878¶000 300 149¶878¶300

その他収入 1¶128¶222 822¶433 272¶489 17¶591¶456 24¶355¶184 44¶169¶784 26¶383¶865 70¶553¶649

計 140¶772¶622 122¶025¶671 40¶996¶056 320¶164¶623 585¶903¶989 1¶209¶862¶961 379¶783¶588 1¶589¶646¶549

事業損益 0 0 0 0 0 0 0 0

Ó 総資産
流動資産 4¶345¶831 0 0 37¶010 3¶180¶471 7¶563¶312 620¶122¶582 627¶685¶894

固定資産
有形固定資産
建物 264¶846¶295 214¶943¶360 49¶602¶314 755¶758¶894 1¶170¶163¶733 2¶455¶314¶596 570¶807¶715 3¶026¶122¶311

構築物 3¶489¶313 2¶831¶849 653¶503 9¶957¶016 15¶387¶035 32¶318¶716 8¶969¶215 41¶287¶931

車両運搬具 0 0 0 0 0 0 318¶299 318¶299

工具器具備品 16¶668¶199 15¶704¶364 5¶808¶780 44¶578¶248 79¶161¶900 161¶921¶491 66¶468¶565 228¶390¶056

土地 276¶475¶465 224¶381¶336 51¶780¶308 788¶943¶608 1¶219¶190¶897 2¶560¶771¶614 577¶428¶894 3¶138¶200¶508

その他の資産 0 0 0 40¶171¶832 2¶823¶624 42¶995¶456 4¶073¶859 47¶069¶315

計 565¶825¶103 457¶860¶909 107¶844¶905 1¶639¶446¶608 2¶489¶907¶660 5¶260¶885¶185 1¶848¶189¶129 7¶109¶074¶314
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注１：事業の区分は、中期計画に基づき区分している。
注２：事業の内容

国立大学法人評価事業等：文部科学省の国立大学法人評価委員会からの要請に基づき、国立大学及び大学共同利用機関の教育研究活動に関する評価を行い、その結果について、国立大学法人評
価委員会及び当該評価の対象となった国立大学又は大学共同利用機関に提供し、並びに公表すること。
機関別認証評価事業：大学等の教育研究水準の向上に資するため、大学等の教育研究活動等の状況について評価を行い、その結果について、当該大学等及びその設置者に提供し、並びに公表す
ること。
分野別認証評価事業：専門職大学院等の教育研究水準の向上に資するため、大学等の教育研究活動等の状況について評価を行い、その結果について、当該大学等及びその設置者に提供し、並び
に公表すること。
学位授与事業：学校教育法に定めるところにより、学位（学士、修士、博士）を授与すること。
その他の事業：大学等の教育研究活動等の状況についての評価に関する調査研究及び学位の授与を行うために必要な学習の成果の評価に関する調査研究を行うこと（調査研究事業）、大学等の

教育研究活動等の状況についての評価に関する情報及び大学における各種の学習の機会に関する情報の収集、整理及び提供を行うこと（情報提供事業）及び国際的な質保証ネットワークへの参画
や海外の質保証機関等との連携・協力による活動を行うこと（国際連携事業）。

注３：事業費用のうち管理部門に係る備品・消耗品費12¶053¶228円、旅費交通費4¶027¶258円、報酬・委託・手数料16¶464¶717円、人件費等347¶238¶385円については法人共通欄に記載している。
注４：事業収益のうち管理部門に係る資産見返負債戻入17¶694¶863円、財産貸付料収入8¶484¶853円、財務収益等204¶149円については法人共通欄に記載している。
注５：総資産のうち現金及び預金612¶489¶337円、管理部門に係る土地577¶428¶894円、建物570¶807¶715円、工具器具備品等66¶468¶565円については法人共通欄に記載している。
注６：損益外減価償却相当額は、国立大学法人評価事業が12¶863¶412円、機関別認証評価事業が10¶439¶660円、分野別認証評価事業が2¶409¶152円、学位授与事業が36¶706¶718円、その他事業が56¶724¶582円、
法人共通が26¶865¶696円である。

注７：引当外退職給付増加見積額は、国立大学法人評価事業が�55¶235¶271円、機関別認証評価事業が�14¶707¶784円、分野別認証評価事業が�6¶032¶653円、学位授与事業が22¶907¶295円、その他事業が
48¶565¶980円、法人共通が�9¶190¶574円である。

注８：引当外賞与見積額は、国立大学法人評価事業が�3¶158¶534円、機関別認証評価事業が�1¶681¶758円、分野別認証評価�718¶968円、学位授与事業が1¶842¶109円、その他事業が3¶948¶205円、法人共通が
�964¶472円である。›
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